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　Ｆ値は各々131.3および79.3で回帰式は有意である。（訂－Ｓ）＊Ｓおよ

び八/ＣＰＩの係数は，各々正および負で符号条件を充たし，１％および５

％水準で有意である。

　保険料率瓦は保険金１円あたりの年費用であるからいわば保険の価格

と考えられ，これと一般物価との比率八/ＣＰＩにより，実質的な価格指標

が得られると考えられる。とするならば，こでこも，価格は，需要に対し

て，有意な説明になっていることがわかろう。
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重回帰式

分散分析表

　　新契約

保有増加

－154(139)－



　新契約＝調整速度×（最大保有水準一保有契約）×保有契約

　（保有増加）

　より，前節の最大保有水準の回帰式が正しく成立するものとして，需要

関数：

　新契約= F ((最大保有水準一保有契約）×保有契約，価格，その他）

　（保有増加）

　を重回帰分析により，計測する。

モデル

　　　　訂　：　新契約による最大保有水準

　　　　Ｍ´：　保有増加による最大保有水準

　　　　７　：　家計可処分所得

　　　ｄＰ/Ｐ :　物価上昇率

　　　　八　：　保険価格

　　　　Ｔ　：　新契約

　　　　ｙ’：　保有増加

　　　　ｓ　　：　　残差

　　　　ｓ’:　残差

　これは連立方程式であるが，訂と訂／には残差がないとして，２段階手

続を適用する。
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分散分析表

　　　　　　　　　新契約による最大保有水準

保有増加による最大保有水準

　Ｆ値は各々88.2および128.5で回帰式は有意である。家計可処分所得お

よび物価上昇率の係数は，各々十および一で符号条件を充たし１％および

10％水準で有意である。

　保険料率の係数は符号はーであり，新契約の方は５％水準，保有増加の

方は１％水準で有意である。このことにより，保険料率は最大保有水準の

説明に寄与しないという仮説は棄却される。

　(2)新契約および保有増加予測モデル
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　これを用いて，各期聞における回帰係数の値を調整速度として，各期間

の最大保有水準を求める。

　結果は，表－1のとおりである。

　表－１の値を被説明変数として，重回帰分析により，最大保有水準の予

測モデルを作成する。

　説明変数として考えられるものは所得要因，購買力要因および価格要因

等であろうから，家計可処分所得，物価上昇率，および保険料率の代理指

標として，新契約保険料÷新契約保険金を採る。

　重回帰分析の結果は，以下の通りであろ。

重回帰式：

新契約による最大保有水準

　　＝0.837217Ｅ十05　＋3.352560Ｅ－01＊家計可処分所得

　　　　(0.161338Ｅ十O1)(0.611381E十01)

　　　　　　　　　　　　　－1.699278Ｅ十05＊物価上昇率

　　　　　　　　　　　　　(－197715Ｅ十01)

　　　　　　　　　　　　　－1.873980Ｅ十O7＊保険料率

　　　　　　　　　　　　　(－243597Ｅ十01)

　　　　　　　　　　　　　　　　　－　茫＝0.956614　　　　　　　茫＝0.945768

保有増加による最大保有水準

　　＝0.811812Ｅ十05　＋2.735440Ｅ－01＊家計可処分所得

　　　　(0.224298Ｅ十01)(0.715211Ｅ十01)

　　　　　　　　　　　　　－1.419730Ｅ十05＊物価上昇率

　　　　　　　　　　　　　(－236840Ｅ十O1)

　　　　　　　　　　　　　－1.714600Ｅ十07＊保険料率

　　　　　　　　　　　　　(－319553Ｅ十01)

　茫コ0.969803　　　　　　j?2＝0.962254

　　　　　　　　　　　　　　－157(136)－



の数値列のもとでは，

　　ｙに対しては，5.08076×10-3

　　Sに対しては，4.39236×10-3

である。

　ただし，われわれは本節の冒頭にか

かげたモデルを同時方程式としてでなく，２段階にわけて計測しているこ

とに注意しなければならない。すなわち(1)式，(2)式の右辺第３項をρで偏

微分することには疑議があろう。需要予測式(1)，(2)はあくまでも，与えら

れたM, M' Sに対して成り立つものと解釈すべきであり，もちろんそ

の意味における価格弾力性はη＝0.393864，が＝0.500082である。これに

より命題６の成立を裏付けるためには，Ｚ検定により仮説η＝ｚ≧1が棄却

されることを述べればよい。これは，

であることにより，片側2.5％以下の有意水準で棄却される。したがって

命題６は有意である。

　5.アペンディックス

　(1)最大保有水準予測モデル

　新契約＝調整速度(最大保有水準一保有契約)×保有契約

　(保有増加)

　より，

　最大保有水準＝新契約率÷調整速度十保有契約

　　　　　　　　(保有増加率)

を得る。
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とならねばならない。ちなみにＰは10-2，Ｔはlo^ 5は104のオーダーで

あり，数値例として，物価上昇率0, 02， 家計可処分所得4×105（円／月），

保有契約5×104（10億円）のもとでは，

程度である。需要の価格弾力性尽，　ｒi’は，ρ＜α，ρ＜α'の範囲では各々下

図のようなρの増加関数となっている。これはρ＝αおよびη＝&を漸近

線とする双曲線で，

　　　　　　　　　　　　　　　　　ηについては

ずについては

であり，それぞれ0＜ρ<a, 0<ρ＜α’の範囲でη＝1，が＝1となるような

ρが存在する。この結果に従えば，命題６には若干の変更が必要で，次の

ようになる。

　命題6’　需要の価格弾力性は，ρ＜μzの範囲で１より小さくρ＝μzの

　　　　　とき1，ρ＞芦のとき１よりも大きくなる。

　このことは，保険者の側の短期的収益（新契約保険料収入）がはじめ増

加関数やがて減少関数となることを示している。すなわち保険者収益極大

化保険料率というものが存在することになる。

　その値は，所得と物価と保有水準とによって異なったものとなるが，上
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パラメーターの符号はすべて適格であり，かつ有意である。

　ρの需要に対する説明は，２重の働きをしている。一つは，最大保有水

準に負の影響を与えることと，いま一つは次のように，調整速度に負の影

響を与えることである。すなわち

である。したがって最大保有水準の変化しない範囲における需要の価格弾

力性は，

でいずれも１より小さく理論命題６が支持されるように思われる。しかし

最大保有水準の価格弾力性が50～56年の当りでは1.03～1.33（jVについて）

0.94～1.21（Ｓについて）程度あることも考慮されよう。この２重のρの

影響を加味した価格弾力性は

となっている。ここで，

とおくと，訂一Ｓ＞0，訂'－Ｓ＞Oの範囲では，それぞれ
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ρの係数の符号は負で，符号条件を満たし，帰無仮説は５％以下の有意水

準で棄却される。

　この結果からわれわれは理論命題５および７が支持されると結論づけて

よかろう。これは次の需要予測モデルの分析結果に照らして，さらに強く

補強されよう。

　4.需要予測モデルの特定化

　ここで採用する予測モデルは前節までの議論に従って次のようなもので

あるということができる。すなわち，

である。最後の２つの式が前節のパラメーターの値に対して残差なしで成

立するものと仮定して，直接最小自乗法により，(α1， Pi，　Ti)，(α2，β2，γ2)

を求めて見よう。この方式は，定義的恒等式である第１式の残差に歪みを

生じさせるが，当面の目的から考えて，それで十分であろうと思われる。

jVとＳの説明に用いるべきρの値としては，前節の保険金１円当りの新規

加入者費用と消費者物価との相対比率を用いることとした。結果は以下の

ものである。すなわち，
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年までの９年間データが欠けているのは, s/sおよびＮＺＳかＳの増加関

数となっているためで，ロヂスチック・モデルとしては都合が悪いと考え

られるかも知れない。しかしこれは高度成長期において大いにあり得るこ

とで，毎年最大保有水準が上方にシフトして行った結果であると考られる。

このようにここで採用した方法は，データの全範囲にわたってこの様な連

続的シフトが生ずる場合には有効でない。しかし幸いにして，適当な期間

分けを施すことによって上表の16サンプルにわたる最大保有水準のデータ

が得られた。勿論，期間の分け方は多分に恣意的であって批判をまぬがれ

ないが，各年の最大保有水準の値が常識的な範囲におさまっていること，

および後に展開する回帰分析において，あてはまりが非常に良いこと等を

もって，ひとまず良しとすべきであろうと思われる。

　3.関数/'のあてはめ

2.で求めた最大保有水準を被説明変数とする重回帰モデル

の重回帰パラメーターを求めることとする。ρのデータとしては，（新契

約保険料／新契約保険金）すなわち保険金１円当り新規加入者の支払をと

り，Ｔとしては家計調査の家計可処分所得を消費者物価指数でデフレート

したものを用いる。？はＴを実質化した関係で，消費者物価そのものでな

く，その上昇率を用いることとすると，次の結果を得る。
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0.238896－Ｌ 73053×10-5S

が得られる。係数の絶対値

で定数項を割ってやること

により，この期間の最大保

有水準を求めると13兆8048

億円，この水準に収束する

ロジスチック曲線がこの期

間のS(t)と一致している

ことがわかる。実際には残

差があるので，その分も訂

に吸収させると，左表の訂

と訂/についてのデータが

得られる。昭和36年から44
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と考えよう。これがロヂスチック曲線の微分方程式である。すなわち，需

要はその時の保有水準Ｓと，増加余地（好一Ｓ）とに比例するという考え

方である。この最大保有水準と調整速度とが，それぞれ

とあらわされるものと考えよう。ここにρは平均保険料率，Ｔは家計可処

分所得，？は消費者物価指数である。前節で議論したように保有水準をど

こまで増加させるべきかは，消費者の最適消費計画によって決まり，その

水準へ向けての調整がまた，他の経済的条件によって影響されるというの

が,　ここでのモデルである。

　2.データ翌の作成

　時系列データとして訂がどのような数字であるのかという資料は存在し

ないので，以下のような考え方にもとづいて，データを作成する。 ｙとＳ

は同じ考え方が適用されているので，説明のためにはＳについてのみ取り

上げれば十分であろう。

　Ｓ＝Ａ(訂－Ｓ)Ｓよりｓ/ｓ＝Ａ訂－ＡＳである。もしＡが一定であるな

ら, s/sはＳと線形の関係をもち，しかも傾きは負である。もし時系列デ

ータから(ｓ，　ｓ/ｓ)が線形となるような期間を見つけ出せるなら，その

傾きＡを推定してやることにより，訂＝(ｓ/ｓ)Ａ十Ｓによって訂の推定値

が得られるであろう。そしてそのような期間がいくつか見つかれば，それ

ぞれの期間に対応した異なる訂の推定値が得られるであろう。実際に昭和

28年から56年までのＳの時系列について，保有増加率ｓ/ｓと保有高Ｓと

のプロットをとってやると，次図のようになっている。例えば30年から35

年にかけてはほぼ直線になっていることがわかろう。線形回帰により，こ

こに直線をあてはめてやると，自由度調整済決定係数94.92％でｓ/ｓ＝
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定として，生命保険は，事業費と運用利廻りの差によって完全に製品差別

化が行われており，その意味で供給者は価格決定力を有するものと考える

こととする。

　そのような想定が最も自然になし得る商品の例として，以下では簡易保

険をとり上げ，需要予測手続を概説する。

　1.モデル

　国民経済全体として見た場合に，消費者の最適保有保険契約の水準は，

物価要因，所得要因，価格要因によって変動するであろうが，実際の保有

高はある水準から別の水準へと瞬時に調整されるというわけではない。こ

の調整は，消費者が新しい最適保有水準を認識し，ふところ具合と購入可

能な商品のラインナップとを見きわめ，販売員と多少のやりとりがあって

……といったプロセスを経て

なされる。本節では，調整速

度と最大保有水準という２つ

の概念を導入し，調整がロヂ

スチック曲線を描くようにな

されていると仮定して，モデ

ルを定式化する。

　保有契約をＳ，単位時間当

りの新契約をｙ単位時間当りの保有純増加をｓとする。もちろん失効解

約はｙ一Ｓとなるので，

である。最大保有水準をM, M'調整速度をＡ，Ａ’として，それぞれ
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(2)式：

　　　　　　　　保険金支　　付　　加

　　　　　　　　払費用率　　保険料率

となっていて，右辺第１項は全く同じものであることがわかる。したがっ

て，均衡のための条件は

であり，消費者が受取の期待値を越えて払ってもよいと考えている付加保

険料率と企業が販売費用をカバーするために必要な付加保険料率が均衡す

ることである。

　以上，動学的定式化においてのみ，貯蓄性を加味した長期契約の保険と

いうものをよく取り扱い得るのであるが，ここまでに得られた結論は案外

単純なものであって，次の命題に集約され得る。

　命題　　適当な割引率ｒのもとで，動学的均衡条件(3)が成り立つ限り，

　　　　　貯蓄性を加味した長期保険契約の需要も基本的には静態的モデ

　　　　　ルの場合と同様に取り扱うことができ，需要関数は

　　　　　すなわち，保険料率，消費財価格及び所得の関数である。

〔３〕生命保険の需要予測

　生命保険の市場全体についての需要を計測する場合に注意すべきことは，

生命保険商品の非等質性および情報の非対称性である。この予備的考察の

段階において目的とするところは，前節の諸命題の成立可能性について大

まかな見当を付けることであるから，この問題に深入りせず，恣意的な仮
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であるとすると，このための支払瓦は，

となる。したがってこの保険を供給する企業の長期利潤は

となり，この式を適当に整理すれば，

となることが容易に確かめられよう。利潤最大化のためのオイラー方程式

は，

であり，変形して

を得る。したがって，供給者の効率条件：価格＝限界費用は(2)式になり，

与えられた価格ρに対して(2)を満たすｃを設定し得る企業が，消費者の望

むだけ保険を供給することになる。これと消費者が保険による安心感の限

界効用を除して生涯稼得の限界効用と等置した価格，すなわち(1)のρとを

比べてみると

(1)式

期待受取　　付加保険料率
保険金率
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よって，次の最適消費のための条件を得る。すなわち

(限界効用均等)

　λ＊は生涯稼得(富)の限界効用であるから，消費計画において消費財の

市場価格♪(0とパラレルな形で限界効用を均等させるような保険の価格

は，保険料率ρ

であることがわかる。

　さて，保険供給者の側の意志決定はどのようになるであろうか。契約保

有Ｓに対して保険料率をρ（単位時間当たり）とすれば，単位時間当たり

保険料収入はpSとなる。一方，死亡保険金の支払はξＳで，ρ－ξ＞0な

ら利潤動機が存在すると，前に述べたが，保険者のこうむる費用として販

売費用のみを考え，これが新規加入契約高に比例するものとしよう。

　これを£oとすると

　保険期間を７年とすると，７年前の新規加入者のうち生存者に対して，

満期保険金を支払わねばならない。これが一契約当たり死亡保険金と同額
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であるから，保険金１円に加入することによる総受取期待現在価値は，こ

の２つの和：

となる。期首一括払いの保険料率は必ずこの値よりも高く設定されている

はずだから，α＞0に対して，

を得る。

　さて，消費者の評価関数をviCif), x{t))としよ‰これは，古典的な

効用関数であるが，

　dｖidc:　ｚにおいて消費財ｃを消費することによって得られる限界効用

　dｖIdｘ:　Zにおいて保険契約ズを保有していることのもたらす安心感の

　　　　　限界効用

と考えればよい。消費財の価格ベクトル，夕(ｚ）が与えられたとき，彼の生

涯にわたる予算制約式は，期待現在価値であらわして

となるであろうから，この制約のもとで，目的関数：

を最大化するような保険保有ズ＊(Z)の経路を求めることが消費計画の関心

となる。ラグランジュ乗数をλとするとき，目的関数を最大化するような

許容曲線ズ＊(j)，Ｃ＊(りに対しては次のオイラー条件が成立しなければな

らない。すなわち，
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となる。契約時に７年分の保険料を一括払いするとした時の保険料率をφ

とすると，Ｚ時点における支払い保険料は，

であり，無限に死なないとした時の支払保険料の現在価値は，

である。もちろん，死亡すればもう保険料は支払わないので，死亡確率密

度佃-ぉで期待値をとってやればよい。

　他方，彼の受け取り保険金の期待値はどれくらいであろうか。保険金の

受け取り方式はいろいろあるが，保険期聞中に死亡すればその時点で保険

金が満額支払われ，保険期間中に死亡しなければ，満期時点で死亡保険金

と同額が支払われるものとしよう。保険期間をＴ年とすると，保険金１円

に対して，

満期保険金の期待現存価値：

死亡保険金の期待現在価値：
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である。

㈲　保険金ｓで，四人の契約者をもつ保険供給者の保有契約はS=msで

　あるが，時点ｎこおける新規加入者の契約高は（ｓ十ξｓ）である。なぜ

　なら，下図により

における新規加入者の契約高は，

であり，新規加入率は

となる。

　以上の予備的考察にしたがって，まず，消費者の契約保有高x{t)を考

えてみょう。彼は長期的な所得の予想ｙ(ｚ）と消費Ｃ(£）とを合わせ考え

たうえで，最適な保険保有を望むであろう。簡単化のためにズ(0はｊの

非減少関数であると仮定すれば，それは，加入からＴ年経週後に満期にな

った保険には，その時点で生きていれば継続加入するものと考えているこ

とになるが，時点£における彼の購入額は，新規分十更新分，すなわち，
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送船団方式のように完全に結託した寡占市場がまさにそれにあたるが），

保険料率は，企業が恣意的に設定した費用をフルにカバーする水準に落ち

着き，消費者は自らの所得とくらべて低い水準の保障に甘んじることにな

る。

　この命題も，命題５とともに〔３〕節の実証分析のテーマとする。

5.保険価格の決定

　ここまでは，一期間の，しかも割引を施さないモデルを展開することに

より，いくつかの仮説を導いてきたが，その意味で以上の議論は静態的で

あるということができる。しかし，日本においては生命保険というときに

は，貯蓄性のある長期の商品が主流であると考えられているので，しかる

べき動学化が必要であるかも知れない。説明の簡便さのために本節では連

続分析（時間を連続量として実数軸上で取り扱う）を採用する。

（i）初期時点を０とし，Ｚ単位時間経過した時点を単に討と呼ぶ

（u）単位時間当たりの死亡率をぞ（0＜ξ＜1）とし，らとらの間（ら＜t2）

　に死亡する確率は，

であらわされるものとする。ここで～は自然対数の底である。

　したがって時点７において生存している確率は，

となる。

㈲　単位時間当たりの割引率をｒとする。割引計算を瞬間的に施すと，ｔ

　における１円の現在価値は，
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(分母，分子ともに負であることに注意したい。)

μの大きさを知るために，(分子一分母)をとって見ると，

　　分子一分母＝一佃'(ズ＊一μ＊)－ぞ(ズ＊一μ＊)が(ｙ＊一戸＊)。

　したがって，ズ＊―μ＊の近くで，次の関係が成立していることがわか

る。すなわち，

y(ズ)＞1/ズはズ＊が１と較べて十分に大きいところでは，おおいにありそ

うな効用関数のタイプを示している。例えば，

　　u(x) =log (x十β)あるいは

などを考えてみれば，β＜0およびα＞1に対して必ず汽ズ)＞1/ズとなっ

ている(5)。

　以上の考察により，次の命題はもっともらしく聞こえる。

　命題６　　生命保険の価格弾力性は１より小さい。
　-

　価格弾力性が１よりも小さいということは，供給者の側の価格引き下げ

のインセンティブが小さいということであり，独占価格は可能な限り高い

ところに設定される。別の言い方をすれば保険供給者の収益μ＊がρの増

加関数であると言うことである。生命保険が独占的に供給される場合(護
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　　分子＝[一千十ズ＊(ｙ2－稲(1－ρ)ξ]が(ズ＊一μ＊)

を得る。ズ＊＜ダであるから，増加型危険回避ならｒl＞ｒ2となっているの

で次のことが言える。

　　(i)危険回避が非減少である限り，それがどのようなものであっても

　　　分子は負

　　(ii)危険回避が減少する場合は(ｙ2－ｒ1)ズ＊＜1/(ρ一ρ2)であるズ＊の

　　　範囲で分子は負

したがって，

　命題5　(i)㈲の場合において，需要関数£)(ρ)は，ρの全範囲で減少
　-

　　　　関数である。

　危険回避が非減少であるというのは，所得が大きくなるにつれてリスク

・プレミアムが減少しないという意味であり(4)，所得10万円のときと100

万円のときで，後者に対するリスク・プレミアムの方が小さくなることは

ないという意味である。需要が価格ρの関数であり，しかも減少関数であ

ることは普通の感覚から言ってもっともらしいものであるが，生命保険に

ついては，保険料率の高低は需要に余り影響しない，ないしは，被保険者

は加入に際して合理的な計算をしないということなので，命題５は〔３〕

節において，実証的見地からもう一度検討を加えることとする。

　さて，以上により，需要保険金額は所得よりも小さく，保険料率が高く

なるにつれて，さらに小さくなることがわかったが，それではどの程度小

さくなるのかを需要の価格弾力性を見ることによって検討しよう。価格弾

力性ηは次の式であらわされる。すなわち，
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　命題４　　期待効用を最大化する保険金（最適保険購入）は保険さるベ
　ー

　　　　き所得額よりも必ず小さい。

　これは，保険料率が死亡率を上回ることからくる論理的で帰結であって，

生命保険が私的に供給される限り，合理的に行動する消費者はその所得を

フルに確定することができない。もし，社会的な観点から不確定な所得を

確定し，国民の生活基盤を固めることが望ましいという場合には，私的供

給のみでは不足であることが，これによってわかる。

　さて，fﾍﾞｽﾞ＊）＝0は需要関数にほかならないが，∂が/∂ρの符号がどう

なるかを次に検討しよう。

であり，右辺については，

　　分母＝ρ2(1－ぞ)が(ダーpｘ＊)十(1－ρ)2叔″(ズ＊一ρズ＊)

　　分子＝一(1－のが(ダー舛＊)一ぞが(ズ＊一Ｍ＊)十ズ＊ρ(1－ξ)ｇ″(ダーμ＊)

　　　　　―ズ＊(1－ρ)佃″(ズ＊一戸＊)

である。分母はいうまでもなく負である。ここで危険回避r{z)を次のよ

うに定義する。

　さらに，ダ1＝ｙ(ダー芦＊)，ｙ2＝ｙ(ズ＊―μ＊)とすると，最適条件より，

　　バー(1－ξ)が(ダーρズ＊)－ξが(がーμ＊)}十ぞが(ズ＊一μ＊)＝０

であるから，
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前節からひきつぐべき仮定は以下のものである。すなわち，

　さて，消費者は前節でみたように，宿命としての「くじ」，《y*, 0》と

保険金ズ円に対する購入すべき「くじ」《0，ズ》とを持っている。保険料

はρズ円である。この時，彼の期待効用f（ズ）は

であらわされる。新古典派的な極大行動の仮説をここで採用すれば，彼は

保険金額を

の水準に決めるであろう。ズで１階および２階微分すると，

　仮定(i)によりf″(ズ)＜0は明らかであるから，f'(ズ＊)＝Oとならなけれ

ばならない。そのようなズ＊に対しては次の条件が成り立つ

　仮定(ii)によりξ＜ρであるから，この条件の右辺は，必ず１よりも小さ

い。　よって

　もちろん，がは減少関数であるからが＜ダを得る。すなわち次の命

題が導かれる。
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　危険回避的効用関数をもち宿命として《生き残ればダ円，死ねば０円》

という「くじ」を握らされている消費者が別の「くじ」，つまり《生き残れ

,ば０円，死ねばｙ＊円》を♪円で購入できるとすればどうであろう。この

　「くじ」の購入によって彼の所得は（ダーク）円に確定される。もしﾀ＜ダ

ー♪であるなら，もちろんｇ（夕）＜ｇ（ダー♪）であるから次の命題を得る。

　命題２　　保険料がy＊一ﾀよりも小さい限り，保険金ダ円の生命保
　-

　　　　険に加入することにより消費者は効用増進を得られる。

　したがって，消費者は，自分が死んで路頭に迷う家族のためではなく，

社会保障費節約の自助努力（お国のため）でもなく，全く自らの効用に従

って生命保険に加入する。

　他方，供給者側からの私的供給動機をみることにすると，仮に商品《IP,

ダ：1）を販売するとき，上記のような消費者がｙ人いるとすれば収入は冲Ｎ

円，支出の期待値はﾐＮダ円で，純収入は（♪一行＊）ｙ円となるから，次

の命題を得る。

　命題３　　保険料率♪か＊が死亡率よりも大きいものである限り，生命
　-

　　　　保険供給の利潤動機が存在する。

　何となれば♪一行＊＞0なら純収入は正となるからで，これと♪か＊＞ξ

は同値である。したがって上記のような消費者が多数いることを前提とし

て生命保険は私的に供給され得る。

4.最適保険購入と需要関数

　以上では生命保険の商品属性を固定的なひ, S))としてきた。（しかも

ヽS＝ダ）が　ここでは少し拡張して商品属性は保険料率ρ＝j)ZSのみであ

り，保険金（したがって保険料も）は消費者が自由に決め得るとしよう。

こうした方がより現実的であることは言うまでもなかろう。
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したがって期首における彼の不確定な所得額の期待値は，１期間の死亡確

率をξとして（1－ξ）ダ円である。これは《生き残ればダ円，死ねば０

円》という「くじ」を握らされているのと全く同じである。

　さて，期首においてその「くじ」と引き換えに現金（1－ξ）ダ円をもら

えるという時，全く自由にどちらでも選べるなら人はどちらを選ぶであろ

うか（3）。　現金の方を選ぶ人は危険回避的な効用関数をもつと言われる。す

なわち，効用関数をｇとするとき

　つまり，期待効用<期待値の効用

が成り立っているということであり，定義域内のすべてのダに対して，

この関係が成立するなら，効用関数は強い意味で凹関数である。さらに，

自然な仮定としてｇが増加関数であることは一般に受け入れられるから次

の命題が成り立つ

　命題１　　任意のダに対して必ず
　一

となる夕が存在して

が成立する。

　別の言い方をすれば，夕:ｇ(夕)＝(1－ξ)ｇ(ダ)十ぞ・ｇ(0)は確実性等価

額，夕＝(1－ξ)ダは期待所得で，(ﾀｰﾀ)をリスク・プレミアムといい，

これが正となると述べているのである。

3.生命保険の供給
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〔２〕危険回避と生命保険の需要

1.はじめに

　生命保険の需要の成り立ちを考察することから始めよう。一般に生命保

険の加入者（被保険者，消費者）は，保険料を払い込むことによって，あ

る確率で生起する死亡保険金の受取可能性を獲得する。簡単に言えば《死

ねばＳ円，生き残れば０円》という「くじ」を♪円で買うというのと同じ

である。死亡確率がξであるとき，果たしてこのような「くじ」を合理的

に行動する普通の消費者が購入したいと望むであろうか。もし望むとすれ

ば，その「くじ」をどれくらい購入したいと望むであろうか。一方，この

ような「くじ」の供給者は，どのような動機に従ってひ, 5))であらわ

される「くじ」の販売に参加するであろうか。もし　ひ, S))の決定，す

なわち保険企業の商品政策が，利潤極大化に従って決められるとするなら，

その比率♪/Ｓはどのような水準に落ち着くであろうか。そしてそれは，

生命保険の市場構造によってどのような影響を受けるであろうか。

2.効用関数の凹性

　今，問題としでいるのは生命であるから，「生命価値」についても触れ

なければならない。生命は何ものにも代え難く尊いものであるから，その

価値を金額換算することは不可能である。しかし，この大きな生命価値の

うちの一部分一例えば，生きていれば稼いだであろう所得から生きてい

るための必要経費を控除したものｰを，死亡によって失われる資産と考

えることは可能である。この部分を以下では単に所得と呼ぶことにする。

　簡単化のために，ある一定の長さの期間（１年でも30年でもよい）を考

え，この期間に消費者が稼ぐ所得を期末受取ﾀ＊円とする。将来に対し増

加する不確実性のために１期間経道後以降の所得は０と考えるものとする

と，彼が当期間内に死亡することで受け取り損なう所得はy＊円である。
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研究ノート

　　　　　　　　生命保険の需要について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　林　秀　徳

〔１〕　はじめに

　生命保険に関する諸種の実証研究の示すところでは，生産における規模

の経済性が観察されている(1)。　しかし，同時に大小様々な規模の企業が長

期にわたって存続し，そこには有効な価格競争が生じていない事実も指摘

されている。 Kellner とMathewsonは，その説明として，生命保険商品

の非等質性と情報の非対称性を挙げ，消費者の情報探索の限界費用の相違

が需要の価格弾力性の差異による市場のセグメント化を可能としている点

を指摘し，その結果，各企業を各々の特化したセグメントのもつ価格弾力

性の順に並べてみれば，損益分岐点，価格，および１契約当りの広告費，

直接販売費はすべて正の相関をもち，かつ価格弾力性が小さくなるに従っ

て上昇することを示した(2)。

　生命保険の供給は，低成長下の高齢化社会における社会保障政策のコン

テクストにおいても重要なテーマであり，その商品属性がもたらす市場構

造の特質は理論的，実態的に解明されなければならない。何故なら，生命

保険産業に対する政府の規制であれ，生命保険の公的供給であれ，はたま

た有効競争の促進であれ，政策命題は社会的な効率性に拠って論じられな

ければならず，社会的効率性のいかんは，ミクロ的な生産関数と消費者の

需要構造とに依存して決るものだからである。

　本研究ノートは，このような関心から，生命保険需要の成り立ちを検討

することにより，その価格弾力性の計測について考察するものである。

　　　　　　　　　　　　　－180(113)－


